



















































一 般に 財産 保全，利 害調整， 経営 管理 と され， 会 計 の操 作的機 能とし て記録2





























1 実 質 課 税 の 意 義 ‥ ‥
実 質 課 税 の 条 文 は ， 所 得 税 法 第12 条 ， 法 人 税 法 第II 条 に み ら れ ， 法 律 上 帰
属 す る 者 が 単 な る 名 義 人 で 他 に 収 益 を 享 受 す る 者 力気 るヽ 場 合 に は ， そ の 享 受
す る 者 に 帰 属 す る も の と し て 課 税 す る と い う 規 定 が あ る 。 い わ ゆ る 実 質 所 得
者 課 税 の 原 則 と い わ れ る も の で あ る 。
と の 規 定 が 確 認 規 定 な の か ， 創 設 規 定 な の か に つ い て は い く つ か の 説 が あ
る 。m 中 二 郎 博 士 は ， 租 税 の 公 平 負 担 の 原m か ら 解 釈 原 理 と し て の 実 質 課 税
の 確 認 規 定 で あ る と 捉 え 次 の よ う に 述 べ る 。 「 こ の 原 則 は ， 実 定 法 上 ， 明 文
の 規 定 に よ っ て 明 ら か に さ れ て お り （所 得12 条 ， 法 人11 条 ）, ほ か に も ， こ の
趣 旨 に 出 た 規 定 が 少 な く な い が ， 実 質 課 税 の 原 則 は 単 に 明 文 の 規 定 の 存 す る
場 合 に の み 妥 当 す る の で は な く ， む し ろ ， そ れ ら の 規 定 は ， 宣 言 的 ・ 確 認 的
規 定 の 意 味 を も つ に 止 ま り ， 明 文 の 定 め の 有 無 に か か わ ら ず ， 解 釈 原 理 と し




こ れ に 対 し て 金 子 宏 教 授 は ， 解 釈 原 理 と し て 一 般 に 妥 当 す る と 解 す る こ と
に は 批 判 的 で あ る 。 な お ， 所 得 税 法 第12 条 お よ び 法 人 税 法 第11 条 の 実 質 所 得
者 課 税 の 原 則 の 解 釈 に つ い て は2 つ ぁ る と し て 次 の よ う に 述 べ る 。「1 つ は ，
課 税 物 件 の 法 律 上 （私 法 上 ） の 帰 属 に つ き ， そ の 形 式 と 実 質 と が 相 違 し て い
る 場 合 に は ， 実 質 に 即 し て 帰 属 を 判 定 す べ き で あ る ， と い う 趣 旨 に こ れ ら の
規 定 を 理 解 す る 考 え 方 で あ る 。 他 の1 つ は √ こ れ ら の 規 定 は ， 課 税 物 件 の 法
律 上 （私 法 上 ） の 帰 属 と 経 済 上 の 帰 属 が 相 違 し て い る 場 合 に は ， 経 済 上 の 帰
属 に 即 し て 課 税 物 件 の 帰 属 を 判 定 す べ き こ と を 定 め た も の で あ る ， と 解 す る
＝2 ）
立 場 で あ る 。」
同 教 授 は ， 前 者 を 法 律 的 帰 属 説 ， 後 者 を 経 済 的 帰 属 説 と 呼 び ， 法 律 的 帰 属
説 が 妥 当 で あ る と す る 。 租 税 法 を 法 体 系 と し て 捉 え る 限 り 法 律 的 帰 属 説 が 妥
■ ・I － ■I ゝjl －
当゛ で あ る こ と は 言 う ま で も な い 。 し か し ， 租 税 法 の 課 税 所 得 算 定 に お け る 所
















ちだす必要の存在しない 場合か，単なる法的実質主義 に れは税法固有の問題
ではない）が問題となる場合であるということである。 ごく例外的に経済的
実質主義を問題とし うる場合が考えられないではないが，経済的実質主義を








































税務行政上の税務認定と「実質課税の論理」とを同一視す べ きで は ない。
「実質課税の論理」とは，課税の公平巨を目的とする基本論理であり，税務認
定のための原則と捉えることはできない。もっとも，実質課税の論理が会計























。事件の概要は／X 会社がD 会社に対し て，その事業達成を
援助す 右目的で3 年間で4,000 万円を限度として無利息で融資する旨の契約
を締結した。この契約に基づき,X 会社はD 会社に対し，昭和38年12月1 日
から昭和39年11月30日までの事業年度に21,417,390 円を√翌昭和39年12月1
伺から，昭和40年11月30 日までの事業年度に26,544,600 円を融資した。
これに対し,Y 税務署長は,X 会社がD 会社に無利息で融資した件につき，
利息相当額（年10％の利率）を寄付金と認定し，寄付金損金不算入額として昭














② 経 済的利 益 の移転 とい う税務 認定 におい て， 貸主 の収 益が認定 され る
とし なが ら， この利 益移転を 寄付 金 とす る根拠は 何 であ ろ うか。＼
③ 判旨 に もあ る ように，無 償 融資に おい ては ，通 常あ り うべ き利 率に よ
り貸主 に利 息が収受 され， そ の経済的 利 益 が借主 に 移転し た ものと考え
られてい る。 し かし， この仮定 された利 息 収受 にあ た りi 利 率を どの よ
うに認 定し よ うとす るのか。 一 率10 ％基 準は，あ ま りに も画一的 過 ぎる
と言わ なけ ればなら ない。
「実質課税 の論 理」 とは， 所得 課 税に おけ る所得 の本 質を経 済的実質に 求
め るものであ り， 例 とし てi; ース課税， タッ クス ・ヘ イブン税制， 移転価 格2
）
税制0 基本的 理念 とし て存 在 する も のであ る。
吉良実 教 授は， 実質課税につ い て，「税法 の 解釈 ・適用 にあ た り実質課税
主義，特 に経 済的 実質主義 を是 認す る こと とな ると， 税 法 の恣 意的 な解釈 ・
適 用が行 われ， ひいては税務 署の課 税権 の濫用 が 行われ る弊害を 招来す るこ3
）
とにな るもの であ る， との批判があ る」 とし な が ら 乱 「そ の原 因結果 の必4
」
然 性が今 日充 分に証 明されてい る もの とは 認 めら れない 」 と指 摘す るように，
「実 質課税 の論理」 は租税 法上公平 課 税を 支え る基 本的 考え方 であ る。
ところ で， 清水惣 事件におけ る税 務認 定は， 貸付金 に対 する利 息 収受が 一
般的 慣行 であ ることを前 提に， 無利息 の場合 に も実質的 に利息 収受し これを
贈与した ものと結果 的 には同質 であ るとい う。 す なわち ，現実 の税 務認定 に
おい ては，「そ の払 出金 の実質が貸 付金に 該当 す る も0 であ る限 り， 他に 別
段 の理由あ る ものを 除いて利息 を 収受 す べ き もの とされ る。 つ まり， 利息O
受 入れをし ていない と きは， 収 受す べ き利 息 相当 額の経 済的 利 益を相手方に
供与し てい るものと認定 されt 。」 ニ
こ0 利 息収受 と経済的利 益 の供与 を支 え る考え 方が， 実質 課税 であ ると説
明 されるが， 果し てかか る考え 方を 実質 課税 の原 則 とい え るか ど うか， 本来
の実 質課税 の論理 から検討し なけ れば な らない。
「経 済的 実 質」 とい う用語 は√ 形式 事 実 では な く真実 の事実を 意味す る。
真実 たる事 実が無 償融資 であ るな らば， 経 済的 実 質におい て も また無償融資
とい わなけ れば な らない。/税 法上問 題 と され るのは， 真実た る事実が 有償融・
資 に もかか わらず無 償融資を仮 装し た場 合 であ る。
■■■
・。。 ・




































無 償 で供与し た 場合であ って， 無利息 融 資の仮 設さ れた利 息収 受 の供与を 含
む ものと解 す ることは無理 であろ う。 最 初 から受 取 ってい ない利 息を供与す
るこ とは できない から であ る。 供与す るこ とが で きない ものを， 寄 付金と認
定 す るこ と も また できない筈 であ る。
北野教 授は， 本件 に関す る寄 付金認 定 の法的 非合 理性を 次 の よ う比指摘す
る。「法人 税法 第37 条5 項 ・6 項の 『寄 付金 』は， 法 の格別 の個別的 ・具体
的 否認規 定に より『租税 回避行 為』 とし て否認 され る場合 に基づ くものを除
い ては， 当該無 償供与 分（本件の場合には無利息分）が 私法上 贈与 さ れ た と認












































例百選（第2 版）』有斐閣，昭和58年,94 ～95頁。 ，2
） リース課税については，拙稿「'リース取引の実質性と実質課税の論理」，『経営
論集 ■25号』東洋大学経営学部，昭和61年,84 ～94頁。 タックス・ペイブソ税制
に,ついては，拙稿「我が国のタックス・ヘイブソ税制と実質課税の論理」,『経営
研究所論集・11号』東洋大学経営研究所，昭和61年,156- 、・61頁。3










無利 息融資 な のか ど うか に よる。 もし 事実 とし て有 償融 資 であ るなら， 確定
申 告におけ る無 償融 資を 否認し ， 更正又は 決定をし なけ れば な らな い。 何故
なら，か か る行為は 租税 回避 行為に該当 す るから であ る。
































































なお，同判 旨は かか る税 務認定 の例外 とし て対価的利 益を受 け てい る場合
と，果実相当 額 の利 益を手 離 す合 理的理 由があ る場合を 挙げ るが， 具体的 に
い か なる場合が 該当 す るかにつ い ては何 ら説 明がない。 すな わち，「営利 法
人 が金銭（元本）を無利 息 約定 で他に 貸付け た場合 には， 借主 から これ と対
価 的意義を 有す る もの と認 めら れ る経 済的利益 の供与を 受け てい るか， あ る
い ぱ. 他に当 該営利 法人 が これを 受け るこ とな く右果 実 相当額 の利 益を 手離
す こ とを首 言す るに足 りる何ら か の事 情が存す る場 合で ない か ぎ り， 当該 貸
付がなさ れる場 合に そ の当事 者 間で通 常あ り うべ き利 率に よる金 銭 相当 額 の
経 済的利益が 借主 に移転し た もの とし て・・…・こ れが当 該法人 の収 益 とし て認5
）
識 されるこ と欧な るので あ 右。」
借主 から対 価的 意義を 有 す る経 済的利益 の供与 を受け てい る場 合 とし て，
藤 浦照生氏は 「無利 息融 資 の代 償 とし て融資期 間中相手 方から 不動 産の無 償
使 用を認 めら れ， 利息 相当 額と賃 料 相当額 とが対 価関係 にあ ると認 められ る6)
場 合が想定 さ れ」 るとす るが， 同 氏 も指摘す る ように この場合は 無 償融資 で
ぱ な く有 償融資 とな り， 無 償融資 の例外的 場合に 該当し な くな る。
も う1 つ の例 外 であ る5 果 実 相当 額 の利 益を 手離す 何らか の事 情が 存す る
場 合 とは， いかな る場合 が 想定 され うるであ ろ うか。 おそら く√ 法人税 法基
本通達2-1-25 でい う4 つ の事由を 想定し てい る ものと思 わ れる。 す な わち，
① 債務者が 債務 超過 に陥 っ てい る こと，② 債務 者に会社更 生 法が適 用さ れた
場 合，③ 債務者 の債 務超過 の状態 が 相当期間 継続し ，事業 好転 の見 通し がな
い こ と， ④ 債権者 集会 の協 議 決定 等に より相当 部分相当期 間だ な上げ され る
こ とにな った こと， であ る○
し かし ながら， こ の通達 は利 息支 払契 約を 含む 貸付金 にか か る益金 不算入
の取扱要件を定 め た もの であ り，無 償融 資の例外的 要件 とし てそ の ま ま受 入
れ るこ とは できない。
藤浦照生氏は，「例え ば ①や むを 得 ない外的事 情に基づ く場 合i ② 親会社
が子会社 の経 済活動を 援助し て 早期 育成を 図り，将来 の利 益還 元を 期待 する
場 合，③そ の他 これ に類 す る場
善
」を 挙げ るが， そ うだ とす ると， 清 永惣事
件 におけ る場合， 藤 浦氏 の い う②に 該当し, 大判 旨 のよ うだ結論 には ならない
筈 であ る。
そ もそ 乱 税務 上無 利息 融資 の経済的利 益を 認識し よ うとす る根 拠は> 営
190
利 法人に とっ て金銭貸借におけ る無利息 融資 が経 済原 則に反 す るとい うこ と
が前提とな っ てい る。し かし ，金 銭貸借に おい て， 無利 息 で融資 することが
経 済原則に反 するとい う前提は，金 銭貸借 を主 た る営業 目的 とす る営利 法人
にはあ ては まるが， 金銭貸借を主 た る営業 とし な い営利 法人 には 必ずし もあ
ては まるも のではない。
営利法人 が ，営利を 目的 とし て事業を営 んでい るこ とは 異論を はさむ 余地
がない。 かか る営利法人 が無利息 で融資す るとい うことは， そ の取引がた ん
ら か の営利 性 と結びつ くから であ って ，経 済的 合理 性が 前提 となってい る こ
とは確か であ る。営 利 法人 の経営 活動にお い て無利 息融 資を 行 うことは， 利
息 以上 の経済 的見返 りが期待さ れてい るから に他 なら ない。 従 って， 無利息
融資が経 済原 則に反 する とい う前 提は，現 実的 には 適合し ない とい うべ きで
あ る。 ニ
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第285条の4, 第285条の5, 第285条の6, 第285条の7, 第286条，第286条
の2, 第286条の3, 第286条の4, 第286条の5, 第287 条，第287 条の2,
第288条，第288条の2, 第290条，第291条に条文化されているが，直接「収
無償融資における実質課税の問題点191
益 」お よび 「費用」 の認識・測定に 関す る条文 は 見当ら ない。 商法 は貸借対
照表を 中 心に会 計を 規制し てい るといえ る。
その理 由は， 複雑 な損益取引を 個 々に条文 化す る こと の困 難 さに よる。 も
っ と も， 商法に よる会 計規制 の要は， 第290 条 の配当 可能利 益 の規制 にあ る
から当然 と言 わなけ ればならない。 江村 稔 教授 は次 のよ うに述 べ る。 配当可
能 利 益規制 の 「考え方を 商法 が とりつづけ るかぎ り， 企業会 計に おけ る損益
計 算に， 直接的 にかかお る期間収益や 期 間費用 め定 め方を， その まま， 法的
視 制に登 場せし め よ うとするこ とは， まった く不 可能 であ る。 会 計学 上の主
張 であ る実現主義 や発生主義を ， わが商 法 の よ うな 考え 方 と の関 連におい て，
法文 化す るこ とは で きないのであ る。し たが っ て， 期間 収益や 期間費用の決
定 と直接に 関 連し 七計上され る貸借対 照 表項 目の若干 の ものを， 法的規制と
し て表現 するこ とが 著し く困難 とな るこ とも また，当 然 の ことといわなけ れ1)
万ば ならな い。」
従 って， 商法は適正な損益 計算に関し て公正 な る会計 慣行を 前提にし てい
る。 昭和49 年 の商法改正 で 「公正 なる会 計 直行 を 斟酌す べ き」 規定を 第32 条
第2 項 に設け たの もかか る趣旨に よる。 法人税 法 の課税 所得 算定 が， 確定 決
算基 準を とっ てい ることは， 税 法 もまた 「公 正 な る会 計 慣行」を 尊重し てい
る といえ る。
法人税 法第22 条第4 項 は，「第2 項 に 規定 す る当 該事業年 度 の収益 の額及
び 前項各号に 掲げ る額は，一 般に公 正妥 当 と認め られ る会 計処 理 の基 準に 従
っ て計算さ れ るものとす る」 と規定 す る。 法人 税 法 の規定 は， いわ ゆる益金
お よび損金 の 算入又は 不算入 の別段 の定 めを 明文 化し た ものであ るから， そ
の前 提に な る所得 認定 にあた っては 「一 般に 公正 妥当 と 認められ る会計処 理
の 基 準」 に従 うことを 確認し た ものであ る。
「実質課 税 の論理」 とは， 課 税 の公平 性 の観点 から ， 経済的実 質性を中核
に 客観性 お よび確定性要件 を満た す 「収 益」 お よび 「費 用」 の認識 ・測定を
通 し て測定 さ れた期間利 益を前提 に， 実質的 に担 税力 のあ る経済価値増加た
る 所得に対し て課税す べ きことを 目的 とす る租 税法上 の 論理 といえ よ う。
吉良実 教授は， 実質課税主義 の本質に つい て次 の よ うに述べ る。「具体的
こ は 『担 税力』を有し てい るかど うかが税 法上 におけ る課税の 根拠 であ り，























































































































要がある。 法人税法第132 条をもって， 行為又は計算の否認をすることはで
きない。何故なら，同条は「法人税の負担を不当に減少させる結果となると
認められるものがあるとき」とい う条件が付されているからである。明らか
に，租税回避行為であると認められないかぎり，無償による役務提供行為を
否認することはできない。
有償取引同旨説又は同一価値移転説は，法人税法第22条第2 項の解釈から
実質的に担税力ある所得と認定されるとするが，事実たる無償取引を有償取
引と同じであるとする見解，また，経済価値が移転する場合には同じ経済的
価値が貸主に収益として存在し なければならないとする見解は，ともに「経
済的実質」を基礎としているようにみえるが，実は事実ではない仮設的取引
を前提に説明したものである。
法人税法第^i-i条第^ 項を，かかる仮設的取引を認定する根拠条文と解する
ことには無理がある。何故なら，同条第4 項により第2 項の「収益」は,「一
般に公正妥当と認められる会計処理の基準」によって算定すべきことが明文
化されているからである。
さらに，いわゆる「経済的利益」の移転に伴なうて，同一価値が貸主に収
益として存在するという認定は，貸主の収益が移転しているのであるから価
値移転を費用として捉えなければならない。費用として把握するとすれば，
貸主の経済的利益はフビロとなる。借主の経済的利益は，確かに利息を支払わ
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ないという意味で生じているが，同一価値を貸主の収益として認定するため
には，借主が利息を貸主に支払ったという仮定が必要になる。支払ったと仮
定される時点で，借主の経済的利益はゼl＝lとなるが，さらに貸主がこの経済
的利益を供与したと仮定することから，借主の径済的利益は増加することに
なる。このように考えると，税務上むしろ問題となるのは借主の方であり，
貸主の方でないことが分る。しかし，税務認定上は，貸主に収益を認定しよ
うとするから，この仮設的取引の矛盾はますます大きくなる。
もし，貸主で生じた収益が借主に移転したと仮定すると，それは贈与であ
り損金性はない筈である。寄付金と認定することは，贈与の一部を損金とし
て認めたことになる。損金性を容認すると，経済的利益の同一価値移転を否
定することになり，また有償取引同旨も否定することにつながる。これは，
明らかに論理矛盾である。
い
従って，法人税法第22条第2 項の，無償による役務の提供によって収益を
認定する場合とは，事実として有償である場合を想定していると解すべきで
あろう○
経済的実質の観点から，法人の行為又は計算を否認し更正又は決定をする
という税務認定の多くは，事実から遊離した仮設的取引を前提に推定課税を
している場合が少なくない。かかる税務認定は，租税法律主義に反するもの
であり，公正な担税力に基づく適正な課税所得の算定把握を理念とする「実
質課税の論理」からみて容認できない。 十1986
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